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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
銅合金鋳塊から板幅方向に一定の厚さを有する銅合金平板を製造する平板加工工程と、そ
の銅合金平板を冷間加工して板幅方向に厚さの異なる異形断面銅合金板を製造する異形加
工工程からなり、前記銅合金の組成が、Ｎｉ：０．０３～０．５質量％（以下、単に％と
記述）、Ｐ：０．０１～０．２％を含有し、ＮｉとＰの質量比率であるＮｉ／Ｐが２～１
０であり、残部銅及び不可避不純物からなり、前記異形加工工程において、一度も焼鈍す
ることなく異形断面銅合金板を得ることを特徴とする異形断面銅合金板の製造方法。
【請求項２】
前記銅合金鋳塊が、さらにＦｅ：０．００５～０．２０％を含有することを特徴とする請
求項１に記載された異形断面銅合金板の製造方法。
【請求項３】
前記銅合金鋳塊が、さらにＳｎ：０．００５～０．５％を含有することを特徴とする請求
項１又は２に記載された異形断面銅合金板の製造方法。
【請求項４】
さらにＺｎ：０．００５～０．５％を含有することを特徴とする請求項１～３のいずれか
に記載された異形断面銅合金板の製造方法。
【請求項５】
前記異形加工工程において、異形断面銅合金板の薄肉部の冷間加工率を３０～９０％とす
ることを特徴とする請求項１～４に記載された異形断面銅合金板の製造方法。
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【請求項６】
請求項１～５のいずれかに記載された方法により製造されたことを特徴とする異形断面銅
合金板。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、リードフレームや端子・コネクタなどの電気・電子部品の製造に使用される
、板幅方向に厚さの異なる異形断面銅合金板の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子・電気機器の電源部や電流制御部などに使用する半導体は、高電流を流すため発熱
量が多く、半導体を支えるリードフレーム材には、高い通電性・熱放散性が要求され、異
形断面銅合金板が現在多く使用されている。また、半導体部品への組み立て工程で、さま
ざまな熱履歴を受けるため、高い耐熱性が要求され、さらに、実使用上において、プリン
ト基板と半導体をつなぐリード部（端子部）においては、曲げ加工性も要求される。
　そのため、異形断面銅合金板には、従来Ｃｕ－Ｐ系（例えばＣ１２２０合金：Ｃｕ－０
．０３Ｐ）や、Ｃｕ－Ｐ系より導電性、耐熱性に優れる、Ｃｕ－Ｆｅ－Ｐ系（例えばＣ１
９２１０合金：Ｃｕ－０．０５～０．１５％Ｆｅ－０．０２５～０．０３５％Ｐ）が代表
的な合金として使用されている。また下記特許文献１では、Ｃｕ－（Ｆｅ，Ｎｉ，Ｃｏ）
－Ｐ系が提案されている。
【０００３】
　異形断面銅合金板は、鋳塊から板幅方向に一定の厚さを有する平板を製造する平板加工
工程と、その平板を用いて板幅方向に厚さの異なる異形断面板を製造する異形加工工程に
より製造される。平板加工工程は、鋳塊の均熱、熱間圧延、冷間圧延、焼鈍、続いて必要
に応じて行われる冷間圧延の各工程からなる。異形加工工程は、平板加工工程によって製
造された平板を最終製品形状に加工するにあたり、必要とされる幅にスリットした後に行
われ、冷間加工、焼鈍、仕上げ冷間加工、必要に応じて行われる矯正の各工程からなる。
冷間加工の中間で焼鈍を行わず、仕上げ冷間加工後、焼鈍を行うこともある。なお、異形
加工工程における冷間加工は、異形ロールによる冷間圧延や異形金型による冷間鍛造など
により行われ、異なる加工方法が組み合わされることもある。
【０００４】
　異形断面銅合金板には耐熱性が要求されることから、上記のように、異形加工工程の中
間又は最終で焼鈍が施されることが通常であり、この焼鈍を行うことで、異形加工工程で
導入された転位が開放され、耐熱性を保持することができる。しかし、この焼鈍工程を入
れることで、焼鈍時に発生する酸化スケールを除去する酸洗・研磨工程も必要となり、大
幅なコストアップとなっている。
　このような状況から、下記特許文献２に記載されたように、焼鈍工程を含まない異形加
工工程が提案されている。この特許文献２には、半導体素子製造プロセスで加熱されても
再結晶化による軟化が生じにくいと記載されているが、その点は実証されていない。
【０００５】
【特許文献１】特開２００１－２７９３４８号公報
【特許文献２】特開２００３－１３６１０３号公報
【０００６】
　一方、本発明者らが、Ｃｕ－０．１０Ｆｅ－０．０３Ｐ（数字は成分の質量％を表す、
以下同じ）の組成を有する銅合金を用いて、異形加工工程における焼鈍工程の有無と耐熱
性の関係を調べたところ、焼鈍工程を省略することにより耐熱性が大きく劣化することが
分かった。
　図１は、１つは後述する実施例１と同様の方法（平条加工工程＋焼鈍抜き異形加工工程
）で、もう１つは異形ロールによる冷間圧延途中で焼鈍を行い（焼鈍有り；従来工程）、
それぞれ実施例１と同じ断面形状の異形断面条を製造し、各薄肉部から試料を切り出し、
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実施例１に示す耐熱性試験を行い、その結果をグラフ化したものである。ただし、焼鈍抜
きのものは薄肉部の冷間加工率が８０％、焼鈍有りのものは薄肉部の冷間加工率が２５％
（焼鈍後の冷間加工率）であった。図１をみると、耐熱温度（ビッカース硬さがＨｖ１０
０になる温度）が、焼鈍有りの異形断面条で５００℃であるのに対し、焼鈍抜きの異形断
面条は３４０℃に低下している。
【０００７】
　また、半導体を支えるリードフレーム材は、はんだ濡れ性と、半導体素子との接合性（
ワイヤボンディング性）が必要であり、ニッケルめっきが施されることが多い。このニッ
ケルめっきは、異形断面銅合金板からリードフレーム形状に成型加工される前に施される
ことが多く、リードフレーム成型加工時にニッケルめっき付きの銅合金廃棄物が生じる。
この廃棄物は回収されリサイクルされるが、その際にニッケルと銅を分けて回収するため
に電気分解法を使用することから、高い費用が生じている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、異形加工工程の中間又は最終で一度も焼鈍を行わずに異形断面銅合金板を製
造するに当たり、高耐熱性を有し、併せて高導電性及び優れた曲げ加工性を有する異形断
面銅合金板を得ることを目的とする。また、半導体用リードフレーム材等の製造時に発生
する廃棄物から得られるニッケルめっき付き銅合金を、異形断面銅合金板用の原料として
そのままリサイクル使用できるようにすることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る異形断面銅合金板の製造方法は、銅合金鋳塊から板幅方向に一定の厚さを
有する銅合金平板を製造する平板加工工程と、その銅合金平板を冷間加工して板幅方向に
厚さの異なる異形断面銅合金板を製造する異形加工工程からなり、前記銅合金の組成が、
Ｎｉ：０．０３～０．５％、Ｐ：０．０１～０．２％を含有し、ＮｉとＰの質量比率であ
るＮｉ／Ｐが２～１０であり、残部銅及び不可避不純物からなり、前記異形加工工程にお
いて、一度も焼鈍することなく異形断面銅合金板を得ることを特徴とする。
　前記異形加工工程において、異形断面銅合金板の薄肉部の冷間加工率は３０～９０％と
することが望ましい。また、前記銅合金は、さらにＦｅ：０．００５～０．２０％、Ｓｎ
：０．００５～０．５％及びＺｎ：０．００５～０．５％のいずれか１種又は２種以上を
適宜含有する。
　なお、本発明でいう銅合金板とはコイル形状のもの（いわゆる条）を含む。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、異形加工工程の中間又は最終で一度も焼鈍を行わずに、高耐熱性と、
高導電性及び曲げ加工性を併せもつ異形断面銅合金板を安価に製造することができる。ま
た、半導体用リードフレーム材等の製造時に発生する廃棄物（ニッケルめっき付き銅合金
板）を、原料としてそのままリサイクル使用できる利点がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明に係る異形断面銅合金板の製造方法について、具体的に説明する。
　まず、本発明に係る銅合金の組成を上記のように限定した理由を説明する。
（Ｎｉ：０．０３～０．５％）
　Ｎｉは、後述するＰとの金属間化合物を析出することで、銅合金を高強度化し、耐熱性
を向上させる。Ｎｉ含有量が０．０３％未満では、金属間化合物の析出量が少ないため、
所望の強度及び耐熱性が得られない。一方、０．５％を越えて過剰に含有させると、高導
電率が達成できない。従って、Ｎｉの含有量は、０．０３～０．５％の範囲とする。高耐
熱性及び高導電率を追求するには、０．１％～０．３％の範囲がより好ましい。なお、半
導体用リードフレーム材を製造するときに発生する廃棄物は、おおよそ０．２％のＮｉを
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含有しており、この廃棄物を有効利用するという観点からも、Ｎｉの含有量は０．１～０
．３％であることが好ましい。
【００１２】
（Ｐ：０．０１～０．２％）
　Ｐは、溶解時の脱酸作用を有する他、上記Ｎｉ及び後述するＦｅとの金属間化合物を形
成し、これらはＣｕの母相に析出して銅合金の強度及び耐熱性を向上させる。しかし、０
．０１％未満の含有では、Ｎｉ－Ｐ金属間化合物及びＦｅ－Ｐ金属間化合物の析出量が不
足し、所望の強度及び耐熱性が得られない。また、０．２％を超えて含有させると、導電
率が低下し、高導電率が達成できない。従って、Ｐの含有量は、０．０１～０．２％の範
囲とする。高導電率及び高耐熱性を追求するには、０．０１５～０．１％の範囲がより好
ましい。
【００１３】
（Ｎｉ／Ｐ比：２～１０）
　微細な析出物粒子を有効に析出させ、高導電率化と高耐熱性を実現するためには、Ｎｉ
とＰの個々の含有範囲だけでなく、ＮｉとＰとの質量比であるＮｉ／Ｐ比も併せて規定す
る必要がある。Ｎｉ／Ｐ比が２未満では、相対的にＮｉが不足してＮｉ－Ｐの析出強化に
よる耐熱性向上効果が少なく、かつ過剰のＰがＣｕの母相に固溶し導電率を低下させると
ともに、はんだ耐熱性が低下する。一方、Ｎｉ／Ｐ比が１０を超えた場合、相対的にＰが
不足してＮｉ－Ｐの析出強化による耐熱性向上効果が少なく、かつ過剰のＮｉがＣｕの母
相に固溶し導電率を低下させる。さらに高導電率及び高耐熱性を追求するには、Ｎｉ／Ｐ
比を３～６．７の範囲とすることが好ましい。
【００１４】
（Ｓｎ：０．００５～０．５％）
　ＳｎはＣｕの母相に固溶し、銅合金の耐熱性を向上させるのに必要な元素であり、この
効果を有効に発揮させるには０．００５％以上含有することが好ましい、しかし、０．５
％を超えて過剰に含有すると、導電率が著しく低下し、高導電率化が達成できない。従っ
て、Ｓｎの含有量は０．００５～０．５％の範囲とする。さらに高導電率化を追求するに
は、Ｓｎの含有量は０．０２５％以下とすることが好ましい。なお、Ｓｎは、特にＣｕ－
Ｎｉ－Ｆｅ－Ｐ系合金中のＦｅ－Ｐと共存することで、極微量で大きく耐熱性の向上効果
を有するので、Ｆｅと共に添加することが望ましい。
【００１５】
（Ｆｅ：０．００５～０．２０％）
　Ｆｅは、上述したようにＰとの金属間化合物を析出することで、銅合金に高強度と高耐
熱性を両立させる。Ｆｅの含有量が０．００５％以下では、Ｆｅ－Ｐ金属間化合物の析出
量が不十分で強度、耐熱性向上に寄与できない。また、０．２０％を超えると、Ｆｅ－Ｐ
による高強度化の効果が過剰となり、本発明の目的の１つである良好な曲げ加工性が得ら
れなくなる。従って、Ｆｅの含有量は０．００５％～０．２０％と規定する。さらに、高
耐熱性を追求するには、Ｆｅの含有量は０．０１％以上、良好な曲げ加工性を追及するに
は、０．０４％以下とすることが好ましい。
（ＦｅとＳｎの関係）
　後述する実施例１に示すように、Ｃｕ－Ｎｉ－Ｐ、Ｃｕ－Ｎｉ－Ｐ－Ｓｎ、Ｃｕ－Ｎｉ
－Ｐ－Ｆｅでも、従来のＣｕ－Ｐ系、Ｃｕ－Ｆｅ－Ｐ系合金に比べて良好な耐熱性を有し
ているが、前記のとおり、ＳｎとＦｅが共に添加されてＣｕ－Ｎｉ－Ｐ－Ｓｎ－Ｆｅとな
ると、さらに耐熱性が向上し、かつ高強度化されるにも関わらず曲げ加工性が劣化しない
。
【００１６】
（Ｚｎ：０．００５以上０．５％以下）
　Ｚｎは電子部品の接合に用いられるはんだや、電気接点の信頼性確保に用いられるＳｎ
めっきの耐熱密着性を改善し、熱剥離を抑制するのに有効な元素である。この効果を有効
に発揮させるには、０．００５％以上含有することが望ましい。しかし、０．５％を超え
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て過剰に含有すると、却ってはんだや溶融Ｓｎの濡れ拡がり性を劣化させるだけでなく、
導電率を低下させる。従って、Ｚｎは０．００５％～０．５％の範囲で用途に応じて選択
的に含有させる。さらに高導電率を追求するためには、Ｚｎの含有量は０．２％以下であ
ることがより好ましい。
【００１７】
　その他の、例えば、Ｃｏ，Ｍｎ，Ｍｇ，Ｃｒ，Ｔｉ，Ｚｒなどの元素は不純物元素であ
り、粗大な晶出物、析出物が生成し易くなる他、導電率の低下も引き起こしやすくなる。
従って、総量で０．５％以下の極力少ない含有量にすることが好ましい。この他、銅合金
中に微量に含まれるＢ，Ｃ，Ｎａ，Ｓ，Ｃａ，Ａｓ，Ｓｅ，Ｃｄ，Ｉｎ，Ｓｂ，Ｐｂ，Ｂ
ｉ，Ｓｉ，Ａｌ，ＭＭ（ミッシュメタル）等の元素も、導電率の低下を引き起こしやすく
なるので、これらの総量で、０．１％以下の極力少ない含有量に抑えることが好ましい。
特に、Ａｓ，Ｃｄ，Ｐｂは環境面において有害な元素であることから、それぞれ単独で０
．００５％以下とすることが好ましく、さらには０．００１％以下とすることがより好ま
しい。
【００１８】
　次に、本発明に係る異形断面銅合金板の製造方法について説明する。この製造方法は、
鋳塊から板幅方向に一定の厚さを有する平板を製造する平板加工工程と、その平板を用い
て板幅方向に厚さの異なる異形断面板を製造する異形加工工程からなる。
　平板加工工程では、前記組成を有する銅合金鋳塊を加熱又は均質加熱処理した後に熱間
圧延し、熱間圧延後の板を水冷する。その後、冷間圧延を行い、板幅方向に一定の厚さを
有する銅合金平板を製作し、焼鈍を行う。この焼鈍は、再結晶を伴うものと伴わないもの
のいずれでも良い。
【００１９】
　なお、この段階で焼鈍を行う理由は２点ある。１点目は、固溶状態にあるＮｉ、Ｆｅ、
Ｐを微細なＮｉ－Ｐ及びＦｅ－Ｐ析出物として析出させ、高導電性と高耐熱性を達成させ
るためである。２点目は、異形加工工程の前に焼鈍することにより、異形断面板となった
後の耐熱性を保持すると同時に、曲げ加工性を確保するためである。耐熱性と曲げ加工性
は材料に加えられた冷間加工率が高くなるほど低下することから、この時点で焼鈍を行わ
ない場合は耐熱性と曲げ加工性が大きく低下することとなる。焼鈍後の時点での結晶粒の
大きさ（板幅方向に測定した平均結晶粒径）は５０μｍ以下であることが好ましく、さら
には２０μｍ以下であることがより好ましい。結晶粒の大きさが５０μｍを超えると異形
断面板となった後の曲げ加工性が低下するとともに、耐熱性の低下要因にもなる。
【００２０】
　異形断面加工工程では、焼鈍後の平板を冷間加工することにより、板幅方向に厚さの異
なる異形断面銅合金板を成形する。この冷間加工は、異形ロールによる冷間圧延や、異形
金型による冷間鍛造等、種々の加工方法で行うことができ、異なる加工方法を組み合わせ
て加工することも可能である。異形断面加工においては、薄肉部の冷間加工率を９０％以
下とすることが好ましく、さらには８５％以下とすることがより好ましい。これは、焼鈍
後の冷間加工率が高くなるほど、耐熱性と曲げ加工性が次第に低下するためである。また
、薄肉部の冷間加工率は３０％以上望ましくは５０％以上である。これは、３０％以下で
は従来のＦｅ－Ｐ系合金でも耐熱性に不足はなく、５０％以上で本発明合金による耐熱性
改善効果が大きくなるからである。なお、電気・電子部品用の異形断面銅合金板の薄肉部
と厚肉部の板厚比は、ほぼ１：１．５～１：６程度が一般的である。
【実施例１】
【００２１】
　以下、本発明の実施例を説明する。この実施例では、Ｃｕ－０．１Ｎｉ－０．０３Ｐ（
Ｎｉ／Ｐ＝３．３３）の組成を基準に、Ｃｕ－Ｎｉ－Ｐのみのもの、さらにＦｅ：０．０
３％を添加したもの、Ｓｎ：０．０２５％を添加したもの、及びＦｅ：０．０３％＋Ｓｎ
：０．０２５％を添加した４種類の組成の銅合金を用いて、板幅方向に一定の厚さを有す
る銅合金平条を製作し、この平条に対し異形断面加工を行い、得られた各異形断面銅合金
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条の薄肉部の耐熱性試験を行った。
　具体的には、溶解炉にて上記組成の銅合金鋳塊を製作し、９７０℃で均熱処理した後熱
間圧延し、厚さが１５ｍｍで水冷した。その後、この圧延板表面を面削して酸化スケール
を除去した後、厚さ１．５ｍｍまで冷間圧延して板幅方向に一定の厚さを有する銅合金平
条を製作し、再結晶焼鈍を行った後、異形ロールによる冷間圧延により、厚肉部の板厚：
１．３ｍｍ、薄肉部の板厚：０．３８ｍｍの異形断面銅合金条を製造した。異形断面加工
途中及び加工後に焼鈍は行っていない。
【００２２】
　耐熱性試験は、各異形断面銅合金条の薄肉部から試料を切り出し、種々の異なる温度で
５分間の加熱を行い、その前後でビッカース硬さ（Ｈｖ）を測定した。ビッカース硬さの
測定は、マイクロビッカース硬度計にて、４．９Ｎ（０．５ｋｇｆ）の加重を加えて行っ
た。
　図２は耐熱性試験の結果をグラフ化したものである。図２からわかるように、従来のＣ
ｕ－Ｆｅ－Ｐ系合金では、３５０℃×５分加熱後、ビッカース硬度がＨｖ１００以下に低
下している。これに対し、Ｃｕ－０．１Ｎｉ－０．０３Ｐは、４００℃×５分加熱後でも
ビッカース硬度Ｈｖ１１０以上を有しており、約７５℃耐熱性が向上している。Ｃｕ－０
．１Ｎｉ－０．０３Ｐ－０．０３Ｆｅ及びＣｕ－０．１Ｎｉ－０．０３Ｐ－０．０２５Ｓ
ｎは、Ｃｕ－０．１Ｎｉ－０．０３Ｐより耐熱性が若干改善している。また、Ｃｕ－０．
１Ｎｉ－０．０３Ｐ－０．０３Ｆｅ－０．０２５Ｓｎは、４２５℃×５分加熱後、ビッカ
ース硬度Ｈｖ１２０以上を有しており、ＦｅとＳｎを両方添加することで、Ｃｕ－Ｎｉ－
Ｐ合金に比べて２５℃、Ｃｕ－Ｆｅ－Ｐ系合金に比べて、耐熱温度が１００℃向上してい
る。
【実施例２】
【００２３】
　この実施例では、表１及び表２に示す各組成の銅合金を用いて、実施例１と同じプロセ
スで異形断面銅合金条を製造し、実施例１の要領で薄肉部の耐熱性試験を２５℃ごとに行
い、耐熱温度（５分間加熱後にビッカース硬度がＨｖ１００以下に低下する加熱温度の最
低値を耐熱温度とした）を求めた。さらに、下記要領で、導電率の測定、及び曲げ加工性
、はんだ耐熱密着性の試験を行った。これらの結果を表１及び表２にあわせて示す。
【００２４】
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【表１】

【００２５】
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【表２】

【００２６】
　導電率は、ミーリングにより、幅１０ｍｍ×長さ３００ｍｍの短冊状の試験片を加工し
、ダブルブリッジ式抵抗測定装置により電気抵抗を測定し、平均断面積法により算出した
。
　曲げ加工性は、伸銅協会標準ＪＢＭＡ－Ｔ３０７に規定されるＷ曲げ試験「Ｒ（曲げ半
径）／ｔ（板厚）＝１，曲げ軸が圧延方向に平行」を行い、曲げ部表面を５０倍の金属顕
微鏡により観察し、５段階（Ａ：しわ無し，Ｂ：しわ小，Ｃ：しわ大，Ｄ：割れ小，Ｅ：
割れ大）で評価した。Ａ～Ｃが合格レベルで、Ｄ～Ｅが不合格レベルである。
　はんだ耐熱密着性は、試料をＳｎ－４０％Ｐｂはんだに２４５℃×５秒間浸漬して試料
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表面にはんだを接合し、本試料を１５０℃×５００及び１０００時間加熱した後、１８０
°曲げ戻し（曲げ半径：２ｍｍ）を行い、曲げの内側のはんだの密着性を３段階（○：剥
離無し，△：微小剥離，×：全面剥離）で評価した。５００時間加熱後、○（剥離無し）
で合格レベルである。
【００２７】
　表１に示すように、本発明例のＮｏ．１～１０（Ｃｕ－Ｎｉ－Ｐ合金）は、表２に示す
Ｎｏ．３０（Ｃｕ－Ｆｅ－Ｐ合金）や、Ｎｉ量の不足するＮｏ．２４に比べて耐熱性が優
れている。
　Ｎｏ．１１～１９は、Ｃｕ－Ｎｉ－Ｐ系にＦｅとＳｎの一方又は双方を添加したもので
ある。特にＦｅ及びＳｎを併せて添加したＮｏ．１３，１８，１９は耐熱性が向上してい
る。Ｆｅを添加したものについては、はんだ耐熱密着性の向上も見られる。
　Ｎｏ．２０～２３は、Ｃｕ－Ｎｉ－Ｐ系（Ｎｏ．４相当）にＺｎを添加したもので、１
５０℃×１０００ｈｒ加熱後のはんだ耐熱密着性が向上している。
　表２に示すＮｏ．２４～３０はいずれかの成分又はＮｉ／Ｐ比が本発明の規定を外れ、
いずれかの特定が劣っている。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】従来組成の異形断面銅合金条を用いた耐熱性試験の結果を示すグラフである。
【図２】本発明の組成の異形断面銅合金条を用いた耐熱性試験の結果を示すグラフである
。

【図１】 【図２】
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